
33 
 

３７ ガイドラインⅣ－４様式集について 
簡易型総合評価落札方式の様式は、次のとおりとする。 

 

別記様式  技術評価項目申請書 

様式－ １ 簡易な施工計画【工程管理に係る技術的所見】 

様式－ 2 簡易な施工計画【品質管理に係る技術的所見】 

様式－ 3 簡易な施工計画【施工上の対処すべき技術的所見】 

様式－ 4 企業の施工能力等調書 

様式－ 5 配置予定技術者調書（総合評価用） 

様式－ 6 担い手の育成・確保、地域の守り手確保調書 

様式－ 7 地域経済活性化評価（計画）調書 

様式－ 8 地域経済活性化評価（実績）調書 

様式－ ９ 重要な契約不適合に伴う修補（損害賠償）及び総合評価落札技術評価項目不履行報告書 

様式－１０ 地域企業の活用（実績）調書 

様式－１１ 評価点事後審査方式 自己採点申請書 

別  紙   地域精通度に関する調書 
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別記様式 

 
  年  月  日  

 
（支出負担行為担当者） 様 
 

競争入札参加希望者              
住 所                    
商号又は名称                 
代表者氏名                 

（共同企業体の場合は企業体名を冠にすること） 
 
 

技術評価項目申請書 

 
 

簡易型総合評価落札方式のための技術評価項目申請書を提出します。添付資料の内容については事実に相
違ないことを誓約します。 

また、落札候補者となった際の発注者による確認において、申請した得点に錯誤があった場合は、その得
点の上方修正は認められず、下方修正されることについて承諾いたします。 

なお、「減点項目」に該当する場合に、発注者で減点項目欄に減ずる得点を記入し修正することについて承
諾いたします。 
 

記 
 
１ 工 事 名 
 
 
２ 技術評価項目 

(1) 工程管理に係る技術的所見      （様式－１） 
(2) 品質管理に係る技術的所見       （様式－２） 
(3) 施工上の対処すべき技術的所見   （様式－３） 
(4) 企業の施工能力                 （様式－４） 
(5) 配置予定技術者                 （様式－５） 
(6) 地域精通度（施工実績）      （コリンズの登録内容確認書の写し） 
(7) 北海道との災害協定        （協定を証する書面の写し） 
(8) 担い手の育成・確保、地域の守り手確保 （様式－６） 
(9) 地域経済活性化評価（計画）調書  （様式－７） 

(10) 評価事後審査方式 自己採点申請書 （様式－１１） 
 
 
３ 問い合わせ先 

担 当 者： 
部    署： 
電話番号： 

 
 
 
 
 
 
 
 
注 技術評価項目の(1)から(10)については、発注者から求められている事項以外は、適宜、削除すること。 
 様式１、様式２、様式３については、会社(企業)名を記載したものと、記載しないものを提出する。 

 

（用紙寸法 日本工業規格Ａ４） 
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様式－ 1 

※　本表は、落札者決定基準の別表として添付し、 ※評価

　　入札参加者へ提示する。 ○：加点評価する

―：加点評価しない

×：実施不可

注1　A4用紙１枚以内にまとめること。

　2　ワープロソフト使用の場合、フォントサイズは、11ポイントを基本とする。

　3　所見でNETIS掲載の新技術・新工法がある場合は、NETIS番号を明記すること。

　　 また、NETIS掲載の新技術については、資料の添付は不要とし、NETIS掲載以外の新技術・新工法・

　　 特許工法等がある場合、必要に応じて、その技術内容や効果が把握出来るカタログ等の資料を技術

　　 的所見毎に１枚に限り、添付可能とする。なお、NETIS番号の不記載や番号の間違いは評価しない。

　4 提出された所見の内容の確認が必要な場合、追加資料又はヒアリングを求める場合がある。

　　 なお、差し替え及び再提出は認めない。 （用紙寸法　日本工業規格A4）

（記入例）

異常気象や緊急時の対応
において、工程遅延防止
のための、あらかじめ対
処しておくべき技術的な
工夫

①・・・・・

○

（記入例）

工程等の制約条件がある
場合において、所定の工
期内に完成させるため
に、主たる工種において
作業をの効率化を図る技
術的な工夫

①・・・・・ ○

簡易な施工計画【工程管理に係る技術的所見】

工　　　事　 　　名：

会 社 （企業体） 名：

事　　　　項 所見の具体的内容 評　価

工事の特性等に応じて、以下のア～エから２事項を選択する
ア 異常気象等の緊急時の対応において、工程遅延防止
イ 工期等の制約条件下で、主たる工種における作業の

効率化
ウ 周辺環境等の制約条件下での工程遅延防止に係る作

業の円滑化等
エ その他（個別の工事毎に、具体的に設定）
※ア～エは、表Ｄ評価表と連動

入札参加者が
左記の事項について、工程管理をより適
正に行うための技術的な工夫について、
具体的に、かつ簡素に記述する。

※事項ごとに、１つの所見とする。

NETIS掲載技術の場合、技術NETIS番号◯◯-◯◯◯◯◯◯-◯を記載する。
※添付資料は不要

NETIS掲載技術が無い場合、工程管理に係る技術的所見、品質管理に係る技術的所
見の２項目での評価では、２項目×２事項×１所見＝４枚まで資料を添付できる。
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様式－ 2 

■評価テーマ ○○について

発注者が指定した「品質管理の対象」

を記入

※　本表は、落札者決定基準の別表として添付し、 ※評価

　　入札参加者へ提示する。 ○：加点評価する

―：加点評価しない

×：実施不可

注1　A4用紙１枚以内にまとめること。

　2　ワープロソフト使用の場合、フォントサイズは、11ポイントを基本とする。

　3　所見でNETIS掲載の新技術・新工法がある場合は、NETIS番号を明記すること。

　　 また、NETIS掲載の新技術については、資料の添付は不要とし、NETIS掲載以外の新技術・新工法・

　　 特許工法等がある場合、必要に応じて、その技術内容や効果が把握出来るカタログ等の資料を技術

　　 的所見毎に１枚に限り、添付可能とする。なお、NETIS番号の不記載や番号の間違いは評価しない。

　4 提出された所見の内容の確認が必要な場合、追加資料又はヒアリングを求める場合がある。

　　 なお、差し替え及び再提出は認めない。 （用紙寸法　日本工業規格A4）

（記入例）

重要度の高い工事目的物
の品質の確保・向上を図
るために行う使用材料や
機材等における技術的な
工夫

①・・・・・

○

（記入例）

重要度の高い工事目的物
の品質の確保・向上を図
るため、当該工事目的物
の施工中に行う品質管理
に係る技術的な工夫

①・・・・・ ○

簡易な施工計画【品質管理に係る技術的所見】

工　　　事　 　　名：

会 社 （企業体） 名：

事　　　　項 所見の具体的内容 評　価

工事の特性等に応じて、以下のア～エから２事項を選択する
ア 品質の確保・向上を図るために行う使用資材や機材等の

技術的な工夫
イ 品質の確保・向上を図るため、施工中に行う技術的な工
夫
ウ 品質の確保・向上を図るため、施工後・工事期間内に行
う

技術的な工夫

入札参加者が
左記の事項について、品質のより確実な
確保又は品質の向上を図るための品質管
理に係る技術的な工夫を具体的、かつ簡
素に記述する。
※事項ごとに、１つの所見とする。

NETIS掲載技術の場合、技術NETIS番号◯◯-◯◯◯◯◯◯-◯を記載する。
※添付資料は不要

NETIS掲載技術が無い場合、工程管理に係る技術的所見、品質管理に係る技術的所
見の２項目での評価では、２項目×２事項×１所見＝４枚まで資料を添付できる。
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様式－ 3 

※　本表は、落札者決定基準の別表として添付し、 ※評価

　　入札参加者へ提示する。 ○：加点評価する

―：加点評価しない

×：実施不可

注1　A4用紙１枚以内にまとめること。

　2　ワープロソフト使用の場合、フォントサイズは、11ポイントを基本とする。

　3　所見でNETIS掲載の新技術・新工法がある場合は、NETIS番号を明記すること。

　　 また、NETIS掲載の新技術については、資料の添付は不要とし、NETIS掲載以外の新技術・新工法・

　　 特許工法等がある場合、必要に応じて、その技術内容や効果が把握出来るカタログ等の資料を技術

　　 的所見毎に１枚に限り、添付可能とする。なお、NETIS番号の不記載や番号の間違いは評価しない。

　4 提出された所見の内容の確認が必要な場合、追加資料又はヒアリングを求める場合がある。

　　 なお、差し替え及び再提出は認めない。 （用紙寸法　日本工業規格A4）

（記入例）

周辺環境対策をより効果
的に行うための技術的な
工夫

①・・・・・

○

（記入例）

安全・安心な作業現場の
確保に加え、一般交通の
安全確保等のために行
う、より効果的な交通安
全対策に係る技術的な工
夫

①・・・・・ －

簡易な施工計画【施工上の対処すべき技術的所見】

工　　　事　 　　名：

会 社 （企業体） 名：

事　　　　項 所見の具体的内容 評　価

工事の特性等に応じて、以下のア～エから２事項を選択する

ア 周辺環境対策をより効果的に行うための技術的な工夫

イ 安全・安心な作業現場環境を確保するための安全管理等に

係る技術的な工夫

ウ 安全・安心な作業現場の確保に加え、一般交通の安全確保

等のために行う、より効果的な交通安全対策に係る技術的な

工夫

エ その他（個別の工事毎に、具体的に設定）

入札参加者が

左記の事項について、仕様書等に規定さ

れている対応方法に加えて、より安全で、

より効果的となるような技術的な工夫に

ついて、具体的に、かつ簡素に記述する。

※事項ごとに、１つの所見とする。

NETIS掲載技術の場合、技術NETIS番号◯◯-◯◯◯◯◯◯-◯を記載する。
※添付資料は不要

NETIS掲載技術が無い場合、工程管理に係る技術的所見、品質管理に係る技術的所
見の２項目での評価では、２項目×２事項×１所見＝４枚まで資料を添付できる。
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様式－ ４ 

◎

（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率20%以上の場合のものに限る。）

◎ 工事施行成績は、当該工事と同じ入札参加資格の工種による工事のものを対象とする。

※　平均点は、小数第2位を切り捨て1位止めとする。

※　共同企業体の構成員としての実績の場合、請負人名欄は共同企業体の名称を記入する。

北海道水産林務部工事等優秀業者表彰（知事感謝状）等の有無 （　あ り　　・　　な し　）

※　表彰がある場合は、下欄に表彰年月日及び部門等を記入する。（水産林務部工事）

※　共同企業体の場合は、表彰のある会社名を記入する。

　表 彰 年 月 日

　表 彰 年 月 日

　表 彰 年 月 日

ISOマネジメントシステムの取得（登録）の有無 （　あ り　　・　　な し　）

※

　登録年月日 　　　　　年　　月　　日 　登 録 番 号

　有 効 期 限 　　　　　年　　月　　日

注１ 共同企業体で申請する場合は、構成員ごとに作成し提出すること。

２

３

（用紙寸法　日本工業規格A4）

企業の施工能力等調書

工　　　事　　　名：

会 社 （構成員） 名：

工事施行成績の評価対象は、（総合）振興局水産課、林務課又は森林室発注工事で、　年1月1日から　年12月31日ま
での期間に、完成通知（元請）を受け、その後引渡が完了した工事とする。

工　　事　　名 完成年月日 コリンズ番号 請　負　人　名
工事施行成
績 評 定 点

合　　計　　件　　数 　　　　　　　　　　　　件
合計点数

平  均  点

部　　門 　　　　　年　　月　　日

会　社　名

表 彰 種 類 道新技術・新製品開発賞 　　　　　年　　月　　日

表 彰 種 類 　　　　　年　　月　　日

　取得（登録）している場合は、下欄に登録年月日、登録番号及び有効期限を記入し、登録証書の写しを併せて提出
する。

会　社　名

会　社　名

乙型共同企業体（分担施工方式）の場合の工事施行成績は、分担する工事と同じ入札参加資格による工事のも
のを対象とする。

工事施行成績の記入欄が不足する場合は、適宜、行を追加して作成することとし、用紙が複数枚となる場合
は、用紙余白に「全○葉の内○号」と記入すること。
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様式－ ５ 

資　　格

注1 　共同企業体で申請する場合は、構成員ごとに作成し提出すること。

　2

  3 　記載内容を証明する資料として、資格を証する書面、CPD受講証明書及び表彰状等の写しを併せて提出すること。

  4 　配置経験の従事役職の欄には、現場代理人、主任技術者、監理技術者の別を記入する。

  5 　現場代理人、主任技術者、監理技術者として配置されたことを証明できる資料を提出すること。

  6 　配置経験欄の工事内容は、当該公告で求めた工事工種とする。ただし、工事規模は問わない。　

  7

  8

（用紙寸法　日本工業規格A4）

　優秀技術者等表彰を申請する場合、他工事との兼任、工事名、工期を記入すること。（当（総合）振興局発注の工事
を記入。）なお、他工事と兼任予定欄の「あり」は既発注工事、「参加申請中」は本様式提出時点で他に兼任を予定し
ている入札参加申請中の工事がある場合。

配置予定技術者調書（総合評価用）

　配置予定技術者を特定できない場合は、複数の候補者の中から、評価の合計が最も低い者を記入すること。
（申請した配置予定技術者と実際の配置技術者が異なることは問題ないが、申請した配置予定技術者の評価より実際の
配置技術者の評価が下がる場合、減点の対象となるので注意すること。）

　優秀技術者等表彰は、当該（総合）振興局水産課・林務課又は森林室発注工事における表彰について評価する。（な
お、他工事と兼任する場合において、（総合）振興局発注の兼任する他工事の総合評価で評価された場合、また、当工
事の入札時点で他工事で評価され落札予定者となった場合は、当工事では評価しない。）

優秀技術者等表彰

入札日

工事名

兼

任

予

定

工

事

申請の有無 あ  り　・　な  し

表彰機関名

他工事と兼任予定 あり・参加申請中・なし

表彰年月日 　　　　年　　月　　日

○　○　振興局

工 事 内 容

表彰の有無 あ  り　・　な  し

契 約 工 期

契 約 金 額

工　事　名

発注機関名

(公社)土木学会 単位

(公社)日本技術士会 年間CPD時間

(一社)全国土木施工監理技士会連合会 年間ユニット

取得年月日 　　　　　　年　　月　　日

登 録 番 号

取得年月日 　　　　　　年　　月　　日

種　　　類  技術士（○○部門）

登 録 番 号

取得年月日 　　　　　　年　　月　　日

種　　　類  ○級○○施工管理技士

○○　○○

生　年　月　日 　年　　月　　日生

配置経験

(一社)森林・自然環境技術者教育会 年間CPD時間

施 工 場 所

従 事 役 職

工　　　 事　　　名：

会 社 （構成員） 名：

継続教育の取得単位 団
 
体
 
名

登 録 番 号

種　　　類

氏　　　　　名
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様式－ ６ － ４

注1 　共同企業体で申請する場合は、構成員ごとに作成し提出すること。

　2 　乙型共同企業体（分担施工方式）の場合の工事施行成績は、分担する工事と同じ入札参加資格による工事のものを対象とする。

森林と水産業・漁村の有する多面的機能の維持増進活動の実績 （　あり　　・　　なし　）

注

緊急時の応急措置の実績の有無 （　あ り　　・　　な し　）

※

※

多様な雇用への貢献 （　あ り　・　な し　）

環境対策の認定制度等の有無 （　あ り　・　な し）

※

　注1 　発注者から求められている事項以外は、適宜、削除すること。

　　2

（用紙寸法　日本工業規格A4）

地域の守り手確保　調書（１）

工　　　事　　　名：

会 社 （企業体） 名：

主たる営業所の所在
地

営業所名

住　　所

申　　　告　　　書 確　　認　　書

実　施　時　期 活動内容の概要 公　布　日 文　書　番　号

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

　申請者は評価が最も高くなると予想される実績を１つ選択し記載すること。

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

　確認書の交付を受けている場合は、申告書に記載した実施時期及び活動内容の概要を記入し、併せて確認書の公布日及び文書
番号を記入する。

　活動実績がある場合は、下欄にその内容の概略を記入すると伴に、活動内容及び活動時期が客観的に判断できる資料を併
せて提出する。

　認定（登録）を受けている場合は、下欄に種類、認定（登録）年月日及び認定（登録）期間の終了日を記入すると伴に、
認定（登録）を証明する資料（認定証書等の写し）を併せて提出する。（４種類のうちいずれかで可）

　記入欄が不足する場合は、適宜、行を追加して作成することとし、用紙が複数枚となる場合は、用紙右上余白に「全○葉
の内○号」と記入すること。

（応急措置の概略を記入）

種　　類 　ISO14001・「北海道グリーン・ビズ認定制度「優良な取組」部門」・HES・EA２１

認定（登録）年月日 　　　　年　　月　　日 期間の終了日 　　　　年　　月　　日

 緊急時の応急措置内容

　　　　　年　　月　　日 応急措置実施日

①　令和5・6年度北海道建設工事等競争入札参加資格審査において「障がい者の就労支援」を評価

②　｢協力雇用主｣は、保護観察所に協力雇用主として登録している企業を評価
　　・登録先の保護観察所が発行する証明書（当該年度における登録の継続がわかること）の写しを提出する。

③　新分野進出優良建設企業表彰の実績がある場合は、下欄に表彰年月日を記入する。
　　・表彰を証明する資料（表彰状等の写し）を提出する。

表　彰　年　月　日 　　　　年　　月　　日

 緊急時の応急措置場所
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様式－ ６ － ５

工　　　事　　　名：

会 社 （企業体） 名：

労働安全衛生活動の有無 （　あ り　・　な し）

※

※

その他
※ 　（総合）振興局が独自に設定できる。

地域企業の活用　＜適用１＞　地域内企業の活用比率 （　あ り　・　な し　）

地域企業の活用　＜適用２＞　地域内企業の活用計画の有無 （　あ り　・　な し　）

※

※ 　下請契約を締結した時に施工体制台帳等の写しを工事監督員に提出する。

注1　一次下請会社が複数ある場合は、主たる会社の所在地を記入すること。

注2　共同企業体で申請する場合は、代表の構成員が作成し提出すること。

　注1 　発注者から求められている事項以外は、適宜、削除すること。

　　2

（用紙寸法　日本工業規格A4）

元請会社（地域内企業）

一次下請会社（地域内企業）

所在地

所在地

※地域企業活用予定比率について、該当する項目に「レ」を記入する。

　　　地域内企業活用比率　　　　　　　□　２０％以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　１０％以上２０％未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　１０％未満

　地域内企業の元請施工または地域内企業を一次下請で１社以上活用（５百万円以上）する計画の有無を記入す
る。

　記入欄が不足する場合は、適宜、行を追加して作成することとし、用紙が複数枚となる場合は、用紙右上余白
に「全○葉の内○号」と記入すること。

地域の守り手確保　調書（２）

　認定（登録）を受けている場合は、下欄に種類、認定（登録）年月日及び認定（登録）期間の終了日を記入す
ると伴に、認定（登録）を証明する資料（認定証書等の写し）を併せて提出する。（３種類のうちいずれかで
可）
　労働安全コンサルタント等を活用した場合は、下欄に学習の開始日及び終了日を記入すると伴に、学習内容が
客観的判断できる資料を併せて提出する。

種　　類

認定（登録）年月日 　　年　　月　　日

　建設業労働安全衛生マネジメントシステム（コスモス）・労働安全衛生マネジメントシステム
（OHSAS)・労働安全コンサルタントの活用

　　年　　月　　日

  開　始　日 　　年　　月　　日   終　了　日 　　年　　月　　日

  期間の終了日
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様式－ ７ 

工　　　事　　　名：

会 社 （企業体） 名：

資材等調達の有無 （　あ り　・　な し　）

地域資材活用率 （ ％ ）

地域経済活性化率は、次式により算出する。

工事予定入札額　（円）

※

（用紙寸法　日本工業規格A4）

　契約相手方は、施工計画書の提出時に、資材調達予定内訳（品目、規格・寸法、数量、金額）を書面（様式任
意）提出すること。

地域経済活性化評価（計画）調書

調達先市町村名

地域経済活性化率 ＝
調達予定金額　（円）

× 100 (%)
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様式－８

：

：

Ⅰ

注１　工事完成通知書と併せて工事監督員へ提出する。

　　　履行確認は、支出証拠書類の提示を受け、次式により算出した率で判断する。

地域経済活性化評価（実績）の計算

（用紙寸法　日本工業規格A4）

地域経済活性化率（％）＝
支 払 金 額

×１００
最 終 請 負 金 額

計

Ⅱ　資材等の調達

品　　　目 規格・寸法 数量 単位 支払金額

地域経済活性化評価（実績）調書　

工 事 名

会社（企業体）名

　工事施工に係る必要な資材等を工事場所と同じくする市町村から調達した実績を下欄に
記入する。

調達先市町村名



47 
  

様式-９

ア 重要な瑕疵に伴う修補（損害賠償）請求

イ 総合評価方式において技術評価項目の不履行

（用紙寸法　日本工業規格A4）

重要な契約不適合に伴う修補（損害賠償）及び総合評価落札方式技術評価項目不履行報告書

振興局名 工事番号 工　　事　　名 工　期 請 負 金 額（円） 請負業者名
修補（損害賠
償）請求日

請 求 内 容

振興局名 工事番号 工　　事　　名 工　期 請 負 金 額（円） 請負業者名 工事検査日 不履行内容
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様式－ １０ －１

　地域企業の活用実績（地域内企業の活用比率）

（工事内容の概略を記入）

（工事内容の概略を記入）

（工事内容の概略を記入）

（工事内容の概略を記入）

（工事内容の概略を記入）

（工事内容の概略を記入）

（工事内容の概略を記入）

　注1 　工事完成通知書と併せて提出する。

　　2

（用紙寸法　日本工業規格A4）

地域企業の活用（実績）調書
工　　　事　　　名：

会 社 （企業体） 名：

①
元請負人名 主たる営業所所在地

最終元請金額 　　　　　　　　　　　　　　　（円） 工事の内容

②
元請負人名 主たる営業所所在地

最終元請金額 　　　　　　　　　　　　　　　（円） 工事の内容

③
元請負人名 主たる営業所所在地

最終元請金額 　　　　　　　　　　　　　　　（円） 工事の内容

最終元請金額合計 　　　　　　　　　　　　　　　（円）

①
下請負人名 主たる営業所所在地

最終下請金額 　　　　　　　　　　　　　　　（円） 下請工事の内容

②
下請負人名 主たる営業所所在地

最終下請金額 　　　　　　　　　　　　　　　（円） 下請工事の内容

③
下請負人名 主たる営業所所在地

最終下請金額 　　　　　　　　　　　　　　　（円） 下請工事の内容

④
下請負人名 主たる営業所所在地

最終下請金額 　　　　　　　　　　　　　　　（円） 下請工事の内容

最終下請金額合計 　　　　　　　　　　　　　　　（円）

　記入欄が不足する場合は、適宜、行を追加して作成することとし、用紙が複数枚となる場合は、用紙右上余白に「全○葉
の内○号」と記入すること。

地域内企業金額合計 　　　　　　　　　　　（円） 最終請負金額 　　　　　　　　　　　（円） 活用比率（％）
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様式－ １０ －２

　地域企業の活用実績（地域内企業の活用計画）

（工事内容の概略を記入）

（工事内容の概略を記入）

（工事内容の概略を記入）

（工事内容の概略を記入）

　注1 　工事完成通知書と併せて提出する。

　　2

（用紙寸法　日本工業規格A4）

地域企業の活用（実績）調書
工　　　事　　　名：

会 社 （企業体） 名：

①

下請負人名 主たる営業所所在地

最終下請金額 　　　　　　　　　　　　　　　（円） 下請工事の内容

②

下請負人名 主たる営業所所在地

最終下請金額 　　　　　　　　　　　　　　　（円） 下請工事の内容

③

下請負人名 主たる営業所所在地

最終下請金額 　　　　　　　　　　　　　　　（円） 下請工事の内容

④

下請負人名 主たる営業所所在地

　記入欄が不足する場合は、適宜、行を追加して作成することとし、用紙が複数枚となる場合は、用紙右上余白に「全○葉
の内○号」と記入すること。

最終下請金額 　　　　　　　　　　　　　　　（円） 下請工事の内容

最終下請金額合計 　　　　　　　　　　　　　　　（円）
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様式－ 11

当該工事に関する、総合評価落札方式評価点事後審査方式に伴う自己採点申請書を提出します。

また、落札候補者となった際の発注者による確認において、申請した得点に錯誤があった場合、その得点の上方修正は認められず、下方修正されることについて承諾いたします。

なお、「減点項目」に該当する場合に、発注者で減点項目欄に減ずる得点を記入し修正することについて承諾します。

緊
急
時
の
応
急
措
置

多
様
な
雇
用
へ
の
取
組
み

環
境
対
策

労
働
安
全
活
動

そ
の
他

地
域
企
業
活
用

地
域
活
性
化

事前登録の有無
　登録あり：○
　登録なし：－

得点

（用紙寸法　日本工業規格A4）

評価点事後審査方式　自己採点申請書

工　　　事　　　名 ：

会 社 （企業体） 名：

評
価
項
目

企業の施工能力 配置予定技術者
担い手の育成・確保 地域の守り手確保 減点項目

技
術
得
点

 
 
技
術
者
の
追
加
配
置

地域の安全安心 地域社会貢献 地域経済への波及
重
要
な
契
約
不
適
合
に
伴
う
補
修

（

損
害
賠
償
）

請
求

技
術
評
価
項
目
の
不
履
行

維
持
増
進
活
動

新
規
の
雇
用

選択項目

女
性
の
活
躍
支
援

工
事
成
績

優
秀
業
者
表
彰

Ｉ
Ｓ
Ｏ
の
取
得

地
域
精
通
度

資
格

継
続
教
育

技
術
職
員
の
育
成
・
確
保

そ
の
他

主
た
る
営
業
所

災
害
協
力
等

選択項目
優
秀
技
術
者
表
彰

配
置
経
験

雇
用
環
境
へ
の
取
組
み

仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援

高
年
齢
者
継
続
雇
用
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（別紙）

申請者名

注 1 過去１５年間の工事箇所と同じ地域（（総合）振興局管内）での施工実績を記入すること。

2 「受注者名」欄は、受注実績が共同企業体の構成員としてのものである場合は、当該共同企業体の名称を記載すること。

3 工事施工実績を証明するものとして、コリンズ（工事実績情報サービス）の登録内容確認書（工事実績）の写しを添付すること。

4

5

（用紙寸法　日本工業規格A4）

　
　
　
工
　
事
　
概
　
要

工
事
名
等

 工 　事　 名

 施 工 場 所 　（市町村名）

 契 約 金 額

共同企業体としての実績の場合は、当該共同企業体の協定書及び経常建設共同企業体附属協定書のそれぞれの写しを添付すること。（対象は、出資比率20%
以上の場合のものに限る）

工事実績は、（総合）振興局水産課、林務課又は森林室発注の最終請負金額５百万円以上の工事で、評価が最も高くなると予想される工事を１つ選択し記
載すること。

　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

 受 注 形 態 　単体　／　共同企業体 （出資比率％）

 工       期

 発注機関名

地　域　精　通　度　に　関　す　る　調　書

 受　 注 　者　 名 主たる営業所所在地


